
1. 新たな土地改良長期計画の概要

細川 直樹・廣川 正英・田村 敏明

萬年 浩二・蒲地 紀幸

新たな土地改良長期計画は，食料・農業・農村基本計画，国

土強靱化基本計画といった政府の上位計画が策定されたことか

ら，1年前倒し，計画期間を平成28 年度から平成32 年度まで

として策定した。本計画の基本理念として「社会資本の継承・

新たな価値の創出・農村協働力の深化」を掲げ，「個性と活力の

ある豊かな農業・農村」の実現を目指すこととしており，この

実現に向けて3つの政策課題（豊かで競争力ある農業，美しく

活力ある農村，強くてしなやかな農業・農村）を定め，その達

成に向けて取り組む。併せて，多様な地域特性を活かした地域

の取組の参考となるよう，地域の取組や発展のプロセスに着目

した「農村振興プロセス事例集」を作成した。

（水土の知85-1，pp.3〜6，2017)

土地改良法，土地改良長期計画，産地収益力の向上，担い

手の体質強化，農村協働力，戦略的な保全管理，防災・減

災力の強化

2. 水田経営規模の急拡大のもとでの土地改良長期計画の

推進に係る原理的な課題に関する論考

荘林幹太郎・竹田 麻里

土地改良長期計画をめぐる農業情勢は急変している。最も激

しく変化しているのは，水田経営規模である。それに伴い，大

規模農家への農地の面的集積（連坦化）が進むと，土地改良事

業が多年にわたり前提とした条件に大きな変化を与えることと

なる。そしてそのことが土地改良長期計画の推進における「適

切な技術」の定義や選択にも影響をあたえる可能性がある。本

報では，全国的に見ても個別大規模経営体への集積が著しく進

んでいる地域を事例に，これらの事項を論ずるものである。

（水土の知85-1，pp.7〜10，2017)

連坦化，大区画化，従量課金制，認定農業者，経営戦略

3. ICT を用いて省力・最適化を実現する

圃場水管理システムの開発

若杉 晃介・鈴木 翔

大規模土地利用型営農における水稲作時の水管理は多筆・分

散農地の増加によって，大きな負担になっている。加えて複数

の品種，作期，栽培方法などを組み合わせるため，水管理の複

雑化も懸念される。そこで，本研究では ICTを活用し，遠隔で

水管理状況をモニタリングし，それに基づいて灌漑・排水を遠

隔かつ自動で制御し，水管理の省力化と最適化を同時に実現す

る圃場水管理システムを開発した。本システムは水位センサー

が付属した自動給水バルブと自動落水口，通信用の基地局，

サーバソフトで構成されており，さまざまな状況に対応した水

管理が可能である。実証試験では，設定した水位で問題なく管

理され，用水量や水管理労力の削減効果が確認された。

（水土の知85-1，pp.11〜14，2017)

ICT，水管理，省力化，節水，遠隔制御

4. 農地集積を効率的に進めるためのワークショップの活用

進藤 惣治・芦田 敏文・福本 昌人

土地改良長期計画では，取り組むべき施策として「担い手へ

の農地の集積・集約化の加速化」，「農村協働力を活かした地域

資源の保全管理体制の強化」が示されている。この2つの施策

を進める上で，地域の合意形成を図ることが重要と思われる。

そこで，茨城県が耕作放棄地対策として実施した「いばらきの

畑地再生事業」を事例に農地集積を評価し，続いて，農村工学

研究部門が取り組んでいるワークショップによる合意形成手法

を紹介する。ワークショップ手法は，農地集積を進めるばかり

ではなく，地域の活動を誘発し，地域協働力を引き出すことに

もつながることから，土地改良長期計画を遂行する上でも重要

な手法となる一方，ワークショップを運営する人材を育成する

ことが必要である。

（水土の知85-1，pp.15〜18，2017)

耕作放棄地，合意形成，土地改良長期計画，農村協働力，

GIS
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小特集 新たな土地改良長期計画を考える

特集の趣旨

平成24年3月に現行の土地改良長期計画が策定されて以降，農地の大区画化などによる農業の体質強化や，農業水利施

設の戦略的な保全管理などを通じた食料供給力の確保は着実に進みつつあります。一方，新たな食料・農業・農村基本計画

（平成27 年 3月）の策定，TPP 交渉の大筋合意など，農業・農村を取り巻く情勢が大きく変化したことから，計画期間を1

年前倒しし，新たな土地改良長期計画が，平成28 年 8月に閣議決定されました。

新たな土地改良長期計画では，「個性と活力のある豊かな農業・農村の実現」を目指して，「産地収益力の向上」，「担い手

の体質強化」，「農村協動力と美しい農村の再生・創造」，「快適で豊かな資源循環型社会の構築」，「農業水利施設の戦略的な

保全管理と機能強化」，「災害に対する地域の防災・減災力の強化」の6つの政策目標が掲げられており，今後 5カ年の計画

期間の中で，これらの政策目標の着実な達成に向けた土地改良事業の重点的・効果的な実施を図ることとしています。

そこで，本小特集では，土地改良長期計画で掲げられた6 つの政策目標の実現のために取り組んでいる先導的な基盤技

術，実用的な技術，民間で独自に開発している技術，他分野の応用による新技術などの報文を紹介します。



5. 持続的で健全な土地改良区のマネジメントのあり方

木下 幸雄

土地改良制度の検証・検討を深めるため，土地改良区のマネ

ジメントのあり方を独自に追求・実践してきた事例（胆沢平野

土地改良区）に着目し，その組織マネジメントの特徴と成果，

そして土地改良長期計画に照らした意義について検討した。土

地改良区理事長のリーダーシップが推進力となって，長期経営

計画を策定し，効率的・効果的にサービスを提供する業務運営

手法を開発・実践している。財政シミュレーションを羅針盤と

しながら，財政状態の改善，賦課金水準の値下げの見通し，将

来的にも有効に機能する維持管理の仕組みづくりなど，成果を

挙げている。土地改良事業における基本問題の1つは持続的で

健全な土地改良区のマネジメントであり，示唆に富んでいる。

（水土の知85-1，pp.19〜22，2017)

土地改良区，組織運営，マネジメント，財務管理，胆沢平

野

6. 都市農村交流団体の会員特性からみた持続要因

坂田 寧代

本報では，2004年新潟県中越地震によって急速な世帯数の

減少と高齢化に直面した集落に設立された都市農村交流団体

「山古志木籠ふるさと会」の持続要因を明らかにすることを目

的とし，参与調査と名簿分析をもとに，会員の獲得と定着の面

から検討した。その結果，創設期の中心グループを母体としな

がら，多様な方法で会員の獲得が進められていた。会員の定着

率を高める上では，会員知人を獲得するほか，交流施設に直売

所を設けて出品者を交流団体の会員にする仕組みをつくり，出

品者を確保することが有効であることが示唆された。交流施設

を直売所とすることで行事がないときでも会員が常時集える空

間となり，物理的にも心理的にも会員の拠り所とすることがで

きる。交流団体が持続する上では，行事開催による散発的交流

だけでなく，直売所活動を通した日常的交流が鍵を握ってい

る。

（水土の知85-1，pp.23〜26，2017)

土地改良長期計画，農村協働力，都市農村交流，交流施

設，直売所，新潟県中越地震，中山間地域

7. 水利・水質状況を踏まえた循環灌漑に対する

農家の意識調査

櫻井 伸治・木山 由希・堀野 治彦

中桐 貴生・中村 公人

琵琶湖の水を利用した逆水灌漑が行われている地域では，農

地排水を再利用する循環灌漑が導入されつつある。本報では，

循環灌漑に関する水の利用実態と水質状況を把握するととも

に，アンケート調査を行うことで，同灌漑システムの受益者の

意識を水の量的，質的状況と関連づけて検討した。その結果，

循環灌漑に対して農家の前向きな姿勢が少なからず見られ，一

方で，用水が水稲に被害をもたらすレベルではないにもかかわ

らず，循環灌漑に対して過度な懸念を示す傾向が見られるな

ど，循環灌漑に関する適正な情報が農家まで周知されていない

ことが示唆された。循環灌漑の普及には，施策者ならびに管理

者と農家の間に意見交換の場を作り出す必要があると思われ

る。

（水土の知85-1，pp.27〜31，2017)

循環灌漑，水の利用実態，水質，アンケート，農家の意識

8. 農業水利施設における雷害対策の機能診断

森 丈久・伊納 昭彦

農業水利施設に設置されている受変電，運転操作，通信など

のための電気設備は，落雷による損傷（雷害）を受けることが

ある。既存の揚水機場における雷害対策の機能診断を行ったと

ころ，接地線からの雷サージの侵入，新 JIS未対応の SPD 使

用，接地抵抗の規格値超過，建物間電位差の発生，機器の多点

接地，架空配線での電磁誘導などにより雷害が発生したと推定

された。電気設備を有する農業水利施設の雷害対策の有効性を

確認するためには，複数の雷害リスクを前提にして，雷害履歴

の確認，SPDなど避雷器の新 JIS規格への対応状況の確認，等

電位ボンディングや建物間の電気的接合の有無の確認，接地抵

抗や大地抵抗率の測定を診断項目に設定する必要がある。

（水土の知85-1，pp.33〜36，2017)

農業水利施設，機能診断，電気設備，揚水機場，雷害

9. 鳥取県湯谷池におけるため池の防災・減災に対する取組み

福田 祐樹・清水 克之・吉岡 有美

木下 治・津村 佳英・山内 康二

平成 25〜26 年度鳥取県「とっとり発ため池安全向上対策モ

デル事業」において実施された豪雨によるため池の防災・減災

対策事例を紹介する。本事業において，鳥取市の小規模ため池

である湯谷池を対象地として，サイホン管による操作・維持管

理が容易な緊急放流装置と，注意水位・危険水位の2段階水位

警報システムを設置した。特に，水位警報装置はため池の水収

支に基づき，各確率年降雨時におけるため池の水位上昇を秒単

位で計算した結果を踏まえて注意水位から危険水位までの水位

上昇時間で避難の要否・タイミングが判断できるように工夫を

した。本来であれば，適切な規模の洪水吐に改修するべきであ

るが，早急に整備できない場合の次善策として緊急放流装置，

水位警報装置，およびハザードマップを組み合わせた低コスト

防災・減災対策を提案する。

（水土の知85-1，pp.37〜40，2017)

緊急放流装置，水位警報装置，事前放流，サイホン管，低

コスト

（報文）

伝統行事「牛の角突き」復活後の地域外者の地域への参画

坂田 寧代・藤中 千愛・落合 基継

本報では，新潟県中越地震後の伝統行事「牛の角突き」の復

活に伴って地域外者と地域との関係を新たに構築できるように

なった長岡市山古志地区の取組みを報告し，それらを下支えし

た伝統行事に対する事業支援の重要性についても言及する。人

口減少などに直面している地域において，地域外者を招き入れ

地域活動に参画してもらったり，地域住民が誇りを取り戻した

りする上で，伝統行事は有効に作用すると考えられるため，伝

統行事に対する施設整備と活動支援に関して，復興支援時に限

らず平常時での事業の創設が望まれる。

（水土の知85-1，pp.43〜46，2017)

牛の角突き，伝統行事，都市農村交流，施設整備，新潟県

中越大震災復興基金，新潟県中越地震，中山間地域



（報文）

アルカリ骨材反応により損傷したコンクリート構造物の評価

千原 英司・千家 正照・西山 竜朗

1970 年代初頭，わが国ではアルカリシリカ骨材反応（ASR）

によるコンクリートの問題はまれとされていた。しかし，1980

年代中期にはこの問題がクローズアップされ，1989年には JIS

規格変更により，以後 ASR 抑制対策が実施された。2013 年

11月，完成後約 30 年でこの規制前に建設されたフィルダム洪

水吐で擁壁の倒壊事故が発生した。当該施設は倒壊前にカナダ

法による調査ではASRとの判定はなされていなかった。倒壊

後，SEM-EDS 試験，粗骨材から抽出した細骨材を用いた化学

法，モルタルバー法による試験の結果，粗骨材に大きな膨張性

が認められた。報文は，これらの一連の調査をとりまとめ，規

制前のコンクリート構造物に対するASR評価対策の一助とな

ればと考え報告する。

（水土の知85-1，pp.47〜51，2017)

コンクリート，アルカリ骨材反応，モルタルバー法，化学

法，カナダ法，SEM-EDS

（リポート）

メコン河本流のダム建設へのメコン河委員会の対応

北村 浩二

メコン河委員会（MRC）では，参加4カ国（カンボジア，ラ

オス，タイ，ベトナム）における合理的で公平な水利用を実現

するため，メコン河本川などに大規模な水力発電ダムなどを建

設しようとする際には，ほかの参加国への影響の可能性を考慮

し，参加4カ国間の合意を得ることを目的とした事前協議を行

うこととしている。この事前協議が初めて行われた案件が，ラ

オスが提案したサヤブリダム建設計画である。本報では，サヤ

ブリダム建設計画の背景となるメコン河下流域の電力事情，

MRCの事前協議に関する規定の概要，サヤブリダムの事前協

議の概要などとともに，MRCにおけるその後の動きについて

報告する。

（水土の知85-1，pp.53〜56，2017)

メコン河，メコン河委員会，水力発電，ダム建設，事前通

報

（技術リポート：北海道支部）

バレイショ原種圃場における谷埋め盛土の地すべり対策工

� 輝樹・十鳥 恭一

北海道後志管内倶知安町のバレイショ原種圃場における谷埋

め盛土の末端斜面で，2011 年 4 月に地すべりが発生した。こ

の報告では，既存資料および地質・地下水調査による地すべり

の原因究明および地すべり対策工の施工による結果および効果

をまとめた。地すべり発生地点はかつての沢筋であり，地下水

位も地表からの深度1m程度と高かった。また，今回の地すべ

りは主に盛土内で発生していた。そこで，出入制限などの条件

が多いバレイショ原種圃場のため，地すべり地内は復旧せず，

現況以上の地すべり拡大を抑制するための地下水処理を目的と

して二つの地すべり対策工（地下水および地表水排除工）を施

工した。施工後 3 年を経過した結果，地下水位の低下のみなら

ず，低下速度も改善し，現地の法面状況も安定していた。

（水土の知85-1，pp.58〜59，2017)

バレイショ原種圃場，谷埋め盛土，地すべり，ボーリング

調査，地下水検層，地下水排除工，地表水排除工

（技術リポート：東北支部）

UAV空中写真測量の試行

斎藤 稔・高田 靖弘・邊見 健雄・佐々木雄基

大川地区は，宮城県石巻市の東端，北上川河口に位置し，平

成 10 年度から経営体育成基盤整備事業に取り組んでいたが，

区画整理工事の完成を目前に，東日本大震災（平成 23 年 3月

11日）による巨大津波により甚大な被害を受けた。復旧工事

は内陸側から順次実施し，河口部が平成27 年 8月に干陸化さ

れたことから，工事に必要な測量作業を行った。行方不明者捜

索による時間的制約と測量作業員の安全面を考慮し，さらに測

量成果利用の汎用性からUAVを用いた空中写真測量を採用し

た。本報ではその概要および試行の背景，ならびに解析ソフト

により作成した三次元データの今後の具体的活用について紹介

する。

（水土の知85-1，pp.60〜61，2017)

東日本大震災，空中写真測量，区画整理，干陸化，三次元

データ，農地復興，復興交付金

（技術リポート：関東支部）

茂木町深沢下地区における園芸団地計画のある畑地の整備

森島 史明

茂木町深沢下地区は，町の総合計画において，園芸団地の整

備が計画されている。栃木県では県営中山間地域総合整備事業

により深沢下地区の圃場整備事業を実施している。その中で，

トマトやイチゴのハウス栽培など，町の総合計画と整合を図っ

た畑地の整備を行った。本報では，ハウス栽培計画がある畑地

の整備を実施した本地区の圃場整備工事について報告する。

（水土の知85-1，pp.62〜63，2017)

圃場整備，畑地，施設園芸，傾斜畑，中山間地域

（技術リポート：京都支部）

内の倉地区における小水力発電設備の更新事例

藤牧 洋介

新潟県北東部に位置する内の倉発電所は，農業用水施設を利

用した小水力発電施設としては国内最大規模の出力を有してい

る。造成後 20 年以上も経過するなか，関係者の適正な維持管

理作業により現在に至っている。しかし，設備耐用年数の超過

に伴い，メンテナンス対応が不能となる課題に直面し，重要設

備の更新を行うこととなった。本報では，地域用水環境整備事

業を利用した発電設備の制御装置および水車・発電機の部品の

更新計画の概要を報告する。また，通信仕様に FL-netを採用

し，作業の効率化，省力化に取り組んだ事例も紹介する。

（水土の知85-1，pp.64〜65，2017)

小水力発電，地域用水環境整備事業，制御装置，FL-net，

PLC



（技術リポート：中国四国支部）

湛水防除事業における施設更新の実施事例

瀬川 邦男・小林 勝則

流域の開発に伴う堆砂で排水河川の河床が上昇したことによ

る排水能力の低下や，受益地内の都市化による排出量の増大，

および遊水面積の減少により内水位の上昇が早くなり，湛水被

害が助長されていた。また，機場の周辺の宅地化により排水ポ

ンプ設備の静粛性の向上が強く求められていた。そのため，排

水ポンプの機能向上などが必要となっていた。建屋は，耐震診

断の結果，耐震性能の目標値に達せず，地震時の面外地震力に

より崩壊する危険性があることから，耐力向上や靱性改善の対

策が必要となり，耐震壁や構造スリットの新設を行った。本報

では，農業経営基盤の安定と地域住民の安全・安心な生活を図

るため，施設の更新に併せ機能向上を図った事例を紹介する。

（水土の知85-1，pp.66〜67，2017)

湛水防除，施設更新，ポンプ設備，保全計画，耐震補強，

建屋

（技術リポート：九州沖縄支部）

畑地灌漑施設整備に伴う国道横断工の設計・積算・施工

梅北 隆一

鹿児島県曽於北部地域では，畑地約 2,000 haを受益とした

畑地灌漑施設整備を実施しており，ダムやファームポンド，揚

水機場などの基幹施設を国営で造成し，管・支線配水路や末端

散水施設は，県営畑地帯総合整備事業により整備を進めてい

る。本報では，畑総事業における幹線配水路整備に伴う国道横

断工事について，計画地点の周辺状況や支障物および土質の調

査，周辺状況と道路管理者との協議を踏まえた工法の検討，推

進工法の選定，設計・積算および施工にかかる占用協議や留意

した事項，具体的な作業工程ついて紹介する。

（水土の知85-1，pp.68〜69，2017)

畑地灌漑，推進工法，小口径，鋼製さや管，圧入二工程方

式，スピーダー工法
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